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最初に中国の対外開放政策を振り返
り、次に中国の北東アジア協力のプロセス
と位置づけについて、第３に北東アジア地
域協力についていくつかの考えを示したい。
中国の改革開放のこのプロセスは３つ

の期間がある。まず、1979年に深圳・च海・
ᔇ಄・ფ門の４市で経済特区を設け、ここ
で改革開放のパイロット的なݧࢼを行っ
た。これには２つの重点があった。１つは、
小さな地域を設定してݧࢼを行うこと。中
国は大き過ぎ、いっ΃んに大きな政策を遂
行するのは難しく、もし失ഊした場合の影
響も大きいので、まずパイロット的なݧࢼか
ら始めた。２つ目は、特定の地域で特定の
政策を実施することによって、より多くの海
外からの投資を呼び込み、その経ݧ・実੷
をもってほかの地域をけん引することであ
る。1978年に改革開放が実施されてか
ら、一つのトレンドとして大きな進展期が
あった。
次の期間は、中国がWTOに加入した

2000年がઅ目となる。WTOに加入後、中
国国内では２つのことが行われた。１つ目
は、WTOのルールに従った体制を作り上
げたことである。このため中国は3000݅に
上る省ிレベルの法律・法規・規則を変え、
あるいはഉ除した。そして19万݅に上る地
方の法規・規則を改定またはഉ除した。２つ
目に、関税を平均15.3％から現在の9.8％ま
で下げた。まだ高いとはいえ、大幅に引き
下げたという事実がある。同時に、100以
上に上るサービス部門を対外開放した。
２回にわたる改革開放を経て、非常に
顕著な経済成長があった。1980年から
2006年の間、中国は平均9.8％という成長
率を維持した。1985年から2007年にかけ
て、GDPが6.7倍に、貿易額が15.2倍に、
輸出額が22倍に、外資導入が18倍に、対

外投資が14倍に拡大した。
しかし、２回の経済改革によって、中国
は現在、新しい課題に直面している。ある
いは、未来への階段が始まっている。１つ
は、人口ボーナスが徐 に々無くなっているこ
とである。15～60歳の労働人口は2011年
から2015年にすでにピークに達している。
もう１つは、改革開放で໠྽な投資を
行ったために、中国の政治経済成長は
いっそう全要素生産性成長率（イノベー
ションや規制緩和など、資本・労働以外の
寄与度）に依ଘすることになる。しかし、世
界銀行の研究によると、中国の全要素生
産性は1978年から1993年までの間で平
均3.3％だったものが、1993年から2005年
の間は2.8％に下降している。単純に労働
力人口にཔる段階から、農業から工業、工
業からサービス業に労働人口が移行し始
めていることに伴って、全生産要素生産率
に対する推進力が弱まっている。改革開放
とWTO加入の２つがこれまでは大きな推
進力になったわけだが、最近の10年を見る
と、いわゆる制度ボーナスが減っている。
現在、WTOのドーハラウンドが停滞し

ている中で、中国も何とか地域協力を行
い、FTAによって国際市場を拡大し、外
資を導入する努力をしているように見える。
2010年ごろまでは、中国のFTA交渉の
歩みは遅かったが、現在は新たに加速し
ている段階に入っている。
しかし、こうした状況にあっても１つ問題
がある。それは中国のFTAのカバー率が
非常に低いことである。１つの原因は、中
国が主要な貿易パートナーとFTAを結ん
でいないことにある。北東アジア地域も空
白状態である。
2001年から、中国の国家発展委員会

（NDRC）、韓国の対外経済政策研究院

（KIEP）、日本の総合研究開発機構
（NIRA）が共同で３国の研究プロジェクト
を発足し、その後10年で多くの研究成果
を得た。2009年からは産官学の連携プロ
ジェクトとして共同研究会が始まり、2012年
に研究報告を出し、いわゆる共同メリットを
見出している。例えば、３国間FTAをక
結できれば、GDP成長率が日本は0.1％か
ら0.5％に、韓国は2.5％から3.1％に上昇す
ることが計算結果として出ている。
しかし、自由貿易の進展は非常に遅い。
これにはさまざまな要因がある。政治的な
要因のほか、３国間の産業競争力の圧力
が非常に強いことがある。日本と韓国に
は、農業、林業、ړ業などの産業を保護し
なければならないという圧力がある。中国に
も電子産業、一部の鉄߯産業など、保護
しなければならない領域がある。こうした状
況の中では非常に進展が難しい。さらに、
政治的なコンセンサスが得にくい状況もある。
こうした中でも、３国のビジネス界は非常
に大きな期待を持っている。中国の企業は
３国間FTAのక結に85.4％が期待してい
る。韓国と日本もそれぞれ79％、つまり大部
分の企業が３国間 FTAのక結を求めて
いる。
３国間FTA以外にも、北東アジア・サブ
地域には、例えば大図們江イニシアチブや
さまざまな振興計画のイニシアチブがある
が、それについては他の専門家の皆さん
にお任せし、私は今後どうすべきかについ
て話すことにしたい。
FTA交渉がなかなか進まず、３国間の

政治的なコンセンサスも得にくい状況の中
で、段階的に３国間の自由貿易、あるいは
市場の一体化を進めていくのがより現実
的であろう。例えば、いかにサブ地域の貿
易を推進するか、いかにインフラを連結す
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るか、といったことが現実的に意味のあるこ
とではないだろうか。例えば大メコン川地域
（GMS）の経ݧから、インフラの建設、物流
ネットワークの形成、貿易・投資の自由化を
、討する。そしてより多面的に、都市間のݕ
沿海地域での、国境地域での連携・協力
を通じて議論し、実施していったらどうか。
２つ目の提案は、韓国、日本の皆さんは
投資協定をまず結ぶべきだと言うが、投資
協定というのは限界があるように思う。した
がって、まず進展のありそうなところから考
えたほうが良い。例えば、米中の２国間投
資協定（BIT）の調整が非常に早く進ん
でいる。190項目のネガティブリストから始
まって、最近の報道によれば、およそ50項
目にߜられ、長足の進歩を得ている。米中
のハイレベルな投資協定が結ばれれば、

次に日中韓のハイレベル協定も順調にక
結に向かうのではないか。
３つ目に、３国間、あるいは北東アジア地
域には、協力対話のプラットフォームがな
い。ASEANの経ݧを見ると、新しい体制
を作るとき、10ɹ １あるいは10ɹ ３というもの
がある。日中韓ɹ と̭いう仕組みを考えてみ
てはどうだろうか。モンゴルやロシアなどを
加え、３ɹ Xの大ਉڃ対話のプラットフォー
ムを作り、そこから徐々に徐々に国家間の
対話に持って行く。
最後に、中国の自由貿易ݧࢼ区を活用

してはどうか。上海、෱建に次いで、新た
に遼寧省、ᔳ江省、河南省、ބ北省、重
川省、ᮺ西省が入ってくる。例え࢛、市ܚ
ば、遼寧省でいかに構造調整するか。遼
寧省は現在、人口が減少し、石油産業が

伝統的製造業になっている。こうした状況
の中で、遼寧省が自由貿易ݧࢼ区をいか
に活用するかが注目される。いかにネガ
ティブリストを利用するか、国有企業と石油
産業の関係をいかに調整するか、観 ・ޫ医
療サービスなど新しい産業をいかに発展さ
せていくか。
例えば医療サービスを開放する場合、単

に医療サービスの市場を開放すればいい、
医療者が参入できればいいというだけの話
ではない。中国では、医療を開放しても、省
を超えて、あるいは国を超えての医療費の
支払い方法を決めないと、一部の富裕層
だけしか受益できないという局面になる可
能性がある。大部分の国民が受益者にな
るためにも、ཱྀ 行産業、医療産業など新し
い政策領域について研究すべきだと思う。

遼寧省、吉林省、黒龍江省を含む中国
東北地域は、北東アジアの中心地でもあ
る。1000キロൣғ内にモンゴル、ロシア、
韓国、日本が含まれる。東北地域が発展
すれば、北東アジアの発展のために非常
に有益である。しかし東北地域の経済が
不景気になれば、例えば輸送、インフラ、
経済、貿易の発展もない。東北地域の産
業構造、経済構造は、北東アジアの１つの
縮図でもある。
運動エネルギーは物理学の概念だが、

最近、経済発展の動力問題を反өする一
つの概念として経済学のなかで使われるよ
うになっている。経済発展の失速は運動エ
ネルギーの૕失であり、経済発展の鍵は新
しいエネルギーの育成にある。そこで、３つ
の話をしたい。１つ目は、東北地域の経済
不調の原因が伝統的な運動エネルギー
のਰ退にあること。２つ目は、新しいエネル
ギーの育成・発展について。３つ目は、その
ための10の問題について考えてみたい。

2013年以来、東北地域には新たな東
北現象が現れてきている。経済成長が力
をなくし、下落してきている。中国31省の中
で東北三省が下位５位に入り、遼寧省が
最低になっている。三省が全国の経済の
中に占める割合も下がってきている。1950
年代は中国の工業生産の85％以上が東
北三省にあった。しかし、1978年は14％
に、2015年には８％に下がった。東北三省
で広東省１つにも及んでいない。輸出を見
ても、三省で広東省の５分の１に過ぎない。
それにはまず外的要素がある。外的要
素というのは国際的な問題で、2008年の
アメリカの金融危機以来、回復が低໎し、
さまざまな不確定要素が充満している。特
に国際市場において߭工業製品の価格
が下がり、一つの時代が終わってしまっ
た。東北三省は重工業、化学工業が集中
している地域であり、このような価格の問題
に非常にහ感である。
それから、国内の環境も変わってきた。

中国の経済は、高コストの時代に入ってき
た。労働力、土地、原材料などさまざまな
要素が値上がりし、東北三省が持ってい
た一次産品の優位性が下がってきた。
東北地域には２つの集中、３つのਰ退と

いう問題がある。２つの集中とは、体制メカ
ニズムにおけるໃ६の集中的なര発、およ
び長期間蓄積された経済構造問題の集
中的な෾出であり、東北地域で長い間解
決されてこなかった体制的な問題が集中
的にര発してきた。３つのਰ退とは、資源
的のਰ退、構造的なਰ退、体制的なਰ退
を言う。
資源的な問題としては、中国全体の３

分の１を占めていた߭産物資源がਰ退
し、主に５つの問題が出てきた。産業をどう
すればいいか、企業はどうしたらいいか、
負のҨ産をどうすればいいか、人はどこへ
行けばいいか、資金はどこからくるのか。
構造的な問題としては、東北地域は輸

出競争力に劣り、経済成長を投資にཔっ
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てきたが、2016年上半期の遼寧省の投資
成長率はマイナス58％で、中国で།一の
マイナス省となった。高速道路プロジェクト、
インフラ、不動産の３つの分野の投資が非
常に下がってきている。供給サイドから見る
と、産業構造が重工業に集中し、軽工業
の割合が非常に少ない。重工業は伝統産
業だが、その優位性が下がっている。東
北３省の工業構造は「࿝・重・剰」（ݹい
重工業が過剰である）ということである。東
北３省には有名ブランドもない。
体制的な問題としては、東北地域は中
国の非常に重要な工業基地として計画経
済体制を実施してきたが、その計画経済
が多くの問題をもたらしている。市場化の
程度が低く、人々の意識面では経ݧ主義
的であり、指ྩ的な人知経済ということが
言える。
もう１つ、東北地域の現象として、中央レ
ベルの国有企業が多いことが挙げられる。
例えば吉林省では中央の国有企業が全
省の一定規模以上の工業収入の90％を
占め、地方産業が非常に少ない。他方、
民間企業現象と言えるものがあり、遼寧省
では民間企業が68％占めているが、有名
な民有企業はほとんどない。中国の上位
500社の中に、東北三省の企業は９社しか
ない。ᔳ江省だけで134社ある。
東北地域の問題は、表面的には投資

が少なくなってきていることだが、長期的に
見ると５つのアンバランス、４つの不十分が
ある。産業構造のアンバランス、産品構造
のアンバランス、技術構造のアンバランス、
需要構造のアンバランス、発展様ࣜのアン
バランス、そして市場化改革の不十分、政
府機能変換の不十分、国有企業改革の
不十分、民営経済発展の不十分である。
以上のように東北三省の伝統産業の運

動エネルギーがਰ退している。しかし、新
しい産業はまだ育成されていない。東北地
域は、ݹい運動エネルギーと新しい運動エ
ネルギーの転換期にある。
ここで新しい運動エネルギーの発展に
ついて考えてみたい。それはどこにあるの
か。東北経済は工業がࠔっている一方、
サービス業は順調に発展してきている。伝
統産業がࠔっている一方、新興産業は順
調である。重工業、化学工業がࠔってい
る一方、軽工業は良いという状況にある。
そこから新しい変化が出てきている。例え
ば、今は情報産業、文化、観ޫ産業など
が発展し、この面での運動エネルギーが
非常に強くなってきている。サービス業、近
代的農業、新興産業、軽工業、民営企業
に新しい発展のஹ候が見られ、それらを育
成していかなければならない。
新しい運動エネルギーを再構築するた

めには、10の課題がある。
（１）東北振興の目標と位置づけを೺握
しなければならない。中央政府の指示に基
づき、４つの面から考えられる。改革を進化
させる、産業のレベルアップを図る、社会の
安定を図る、国民の生活レベルを上る、の
４つである。東北地域には2020年までの
短期目標があり、2030年までの長期目標
「一帯ޒ基地」がある。中国で最も重要な
一つの経済帯として、国際競争力を上げ
ていきたい、技術設備、新型原材料、農
業、イノベーションの基地にしていきたいと
考えている。
（２）新運動エネルギー育成の本質は
科学技術のイノベーションにある。新しい
技術や新しい分野について改革を行い、
発展していく。
（３）新運動エネルギー育成の手段は
市場である。さまざまな構造改革を政府で

はなく市場に任せ、市場のメカニズムをさら
に育成していく。
（４）産業の欠点を補う面で努力する。
新興産業を育成し、生産型のサービス業、
電子産業などの軽工業を発展させる。
（５）さまざまな要素のコストの変化をしっ
かり೺握する。環境のコスト、土地のコスト
が上がり、その圧力というのに直面する時
代に入っているので、新しい優位性につい
て考える必要がある。
（６）民営経済は東北振興の主力܈で
ある。
（７）東北の国有企業改革の中心は中
央統括企業の改革である。
（８）製造業は新旧運動エネルギー転
換の主戦場である。製品のブランド化、効
率性の向上などを進めていきたい。
（９）過剰な生産能力を取り除くには、
「न人のジレンマ」（個々の最適な選୒が
全体として最適な選୒とはならない状況）
になることを避ける。
（10）新運動エネルギー育成の鍵は、ビ
ジネス環境を創造することである。世界銀
行の基準に従い、例えば３年でイタリアの
レベルに達するなど、環境を整備していき
たい。政府はさまざまな権限を地方に移ৡ
し、地方に力を入れてもらいたい。
最後に、５つの環境について述べたい。

それは、高効率でクリーンな政治環境、Ժ
やかで調和のとれた政策環境、公正でಁ
明な法制環境、競争的かつ秩序ある市場
環境、積極的で前向きな人文環境のこと
であり、そうした環境を作っていくことで、東
北地域の将来は明るいと思っている。それ
が、北東アジアにおいても非常に有益であ
ると考えている。

1991年10月、UNDPが世界に対して
図們江下流の開発計画を発表した。それ

以降、北東アジアの協力が始まり、一挙に
世界の೤い話題となった。以来、関連国

は８回にわたる閣僚会議を開き、協力・開
発協議をし、多くの共通認識に至り、さまざ
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們、南ཅ、ཏ先、並びに図們、会寧、ਗ਼
௡を結ぶ鉄道の改修・建設もある。３つ目
がᘦय़とカムショーバヤの間の鉄道建設。
この26.7キロの鉄道はすでに建設が進
み、正常に輸送が始まっている。４つ目が、
ロシアのザルビノ港、北朝鮮のཏ௡港や
ਗ਼௡港の拡張工事に参加し、北朝鮮とロ
シアの港を効果的に活用すること。５つ目
が、先進的なݕ問所を作り、税関の環境
を改善し、税関の効率を高めること。６つ目
が、ロシアと北朝鮮の港湾間ネットワークの
連結を図ること。港湾同士のハイテク通信
ネットワークによって物流を促進することで
ある。７つ目が、アルシャン－白৓鉄道を活
用し、吉林省西部地域の風力発電、火力
発電のエネルギー産業を発展させることに
よって、先導区のエネルギー拠点とするこ
と。８つ目が、国境の経済帯建設を促進す
ることによって、長吉図先導区をベースと
し、中朝ロの国境経済協力帯を作ることで
ある。
長吉図先導区にある国際協力のงғ

気は、韓国や日本などの国や企業に対して
も新たなチャンスをもたらしている。また、図
們江開発がなかなか進まないという現状を
ಥ破する機会にもなり、東北地域の地域
協力と発展にプラスとなる。
次に話したいのは中国と北朝鮮の経済

協力である。2000年以降、金正日が８回
中国を๚問した。2009年以降は３年連続
で中国を๚問し、特に2010年５月には長
य़でट೴会ஊを行ない、北朝鮮のཏ先市
の共同開発に関する一連の合意ॻにॺ
名した。現在までに、ཏ先市への経済協
力は３つの段階で進められた。
１つ目に、2011年６月９日、両国共同開
発を行うཏ先経済貿易区プロジェクトの開
始ࣜయがཏ先で行われ、両国の閣僚が
出席した。これによって、中朝の経済協力
による５つのプロジェクトが正ࣜにスタートし
た。２つ目に、2012年８月、吉林省とཏ先
市が10の協力プロジェクトにॺ名した。そ
の中には６つの企業投資の合意が含まれ
ていた。３つ目に、2012年10月26日、両国
共同管理のཏ先経済貿易管理委員会が
正ࣜに設立された。これは現在も正常に
運営されている。吉林省とཏ先市は相互
信པ、実務的、効果的な原則に基づき、
地方政府間の協調メカニズム、共同管理

産業や関連産業の発展をけん引すること
ができる。
次に、長吉図開発開放戦略の主な内

容について話す。まず地理的なൣғとして
は吉林省長य़市、吉林市の一部、そして
図們江一帯が含まれている。総面積は約
３万平方キロメートル、居住人口は約770
万人で、面積と人口は吉林省の３分の１、
経済規模は２分の１以上を占め、図們江
地域の協力開放の革新的な地域の１つと
なっている。
先導区は３つの部分に分かれている。

対外開放૭口、最前ઢ、Ԟ地という３つで
ある。まず、ᘦय़市が対外開放の૭口に
なっている。都市の規模を適੾に拡大し、
競争力を強化し、国境ઢ上における加工・
製造業、製造業務向けのサービス業、国
際物流、国際観ޫなどの協力を進める経
済特区となっている。２つ目に、延吉、龍
井、図們の３市が対外開放の最前ઢと
なっている。３市の一体的発展を進め、図
們江地域の物流ハブ・国際産業協力の
サービス拠点となっている。３つ目に、長य़
と吉林がԞ地で、両市の一体化のプロセ
スを進め、長吉図の資源集中センターと
なっている。また技術開発拠点、国際物流
ハブ、北東アジア国際ビジネスサービス拠
点として、都市化のレベルも高まっている。
次に、先導区の目標について話す。長

吉図先導区のカギとなるのは対外通路を
開設することであり、それが図們江地域開
発と北東アジア地域協力の最重要任務と
なっている。国際通路は、中国の東北経
済地帯、ロシア極東の港湾、北朝鮮北部
の港湾を貫くことができる。これらの輸送イ
ンフラを活用し、モンゴルのチョイバルサン
から中国のアルシャン、白৓、長य़、ᘦय़、
ロシアのザルビノや北朝鮮のཏ先を結ぶ
国際大通路を作ることが目標である。国際
大通路によって、吉林省と北東アジア全体
で立体的な交通ネットワークができ、中モ、
中ロ、中朝の国境ઢの道路、鉄道、港の
建設と連結化を図っていくことができる。
۩体的には、まずモンゴルのチョイバル

サンと中国のアルシャンを結ぶ鉄道建設を
加速すること。２つ目が中朝間の道路建設
を加速することである。北朝鮮のཏ先、元
఑ཬと中国の圏河を結ぶ道路や中朝大
の建設はすでに終わっている。また、図ڮ

まなݧࢼ的な取り組みも行ってきた。
2009年８月、中国政府は図們江地域開

協力発計画のガイドラインを発表した。つま
り、長य़、吉林、図們を開発開放の先導
区とするというものであった。これによって新
たな図們江開発がスタートし、再び世界の
注目を集めるようになった。
中国の長吉図開発プロジェクトの背景

は、第１に、中国には点、ઢ、面という政
策があることである。これは↾小平が1978
年に一部の人、一部の地域からまず豊か
にし、そして徐 に々共通の富を実現しようと
いう考えを出してからの経済開発政策であ
る。1979年には、深圳、चޫをスタートと
し、ᔇ಄、ფ門、海南の５つの地域が開放
された。その後、天௡、大連など14の沿海
地域、さらに長江デルタ、चޫデルタ、遼
東半島、山東半島などへと広がる経済戦
略である。つまり、長吉図開発開放戦略は
中国の発展戦略の流れをټんだ戦略的
方਑と言える。
第２に、東北の旧工業基地の活性化戦
略の延長ઢにあることである。改革開放が
進む中で地域の協力発展戦略が重要な
役割を果たしてきた。特に2003年に発表さ
れた東北の旧工業基地の活性化戦略は
中国の地域発展戦略の重要な一部となっ
た。特に強みのある伝統産業である設備
製造業の国際競争力を高めるために
2006年、中国国務院は設備製造業活性
化の加速に関する意見を出し、全面的に
設備製造業プロジェクトの活性化を図って
きた。この活性化政策は段階的な成果も
得たが、東北地域の経済発展はचޫデル
タや北ژ、天௡、華北などの経済圏と比べ
るとまだ大きな差がある。
東北地域の経済発展をさらに進め、国

の政策のサポートをしていくため、2009年９
月、国は東北の旧工業基地の活性化をさ
らに重視する意見を出し、その活性化を進
めてきた。2009年以降、東北の旧工業基
地を巡って出された政策がいくつかある。
例えば長吉図開発開放先導区戦略、遼
寧沿海地域の経済チェーンの建設促進
計画、ハルビン・大ܚ・チチハル工業回࿓
の建設計画などである。つまり、長吉図開
発開放戦略は東北地域の活性化戦略の
中で重要な役割を果たしている。特に設
備製造業の活性化を図ることで、自動ं
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化戦略を推し進める上でも、新たな成長の
原動力をもたらす。
北朝鮮から見れば、ཏ先は戦略的な૭

口となる都市である。中朝経済協力を通じ
てཏ先の開発を図ることは、北朝鮮の将
来の経済発展に対して経ݧを蓄積できる
し、北朝鮮の他の地域の発展もけん引す
ることができる。北朝鮮の経済開発を大きく
推し進めることになる。
国際社会は、北東アジア経済協力にい

ろいろな見方をしている。しかしָ観的に
見れば、中国と北朝鮮の経済協力によっ
てཏ先を開発することは、北東アジア各国
に大きなビジネスチャンスをもたらすことにな
る。ཏ先の経済協力は、北東アジア地域
の新たな協力を展望する１つのモデルと言
える。北東アジア各国、世界各国の企業も
その中に参加していただき、１日でも早く目
標が実現できることをئっている。

向かう鉄道の建設である。そのカギとなる
のはアルシャンとチョイバルサンの間の鉄
道建設である。この通路は北へロシアのチ
タまでつながり、第２のユーラシアランドブ
リッジと言われている。
最後に申し上げたいのは、北東アジア

の協力の新たな展望についてである。
2009年以降、中国政府による図們江開発
の第２ラウンドが進んできた。長吉図発展
戦略により、中朝、中ロ、中モの２国間の
協力モデルの下で発展開発を進めてき
た。ཏ先の中朝共同開発は、将来の北東
アジアの多国間協力に重要な参考となる。
中国から見れば、長吉図の先行的な協力
分野とすることができる。中国企業の立場
から見れば、ཏ先に入ることによって異なる
資源、マーケットを活用することができ、新
たな発展の可能性を੾り開く上で大きなサ
ポートとなる。国が実施している東北活性

メカニズム、開発経営メカニズムという３つ
の共同管理のモデルを構築した。両国の
協力の中で最も注目されるのがཏ௡港の
改修だ。ཏ௡港の運用により、中国東北
地域と日本、韓国、北米地域の貨物輸送
はますます円׈化されていくと思う。
次に、ロシアとの経済協力について話

す。図們江開発戦略の中で、中国とロシア
との協力の主な目標も、やはり通路の建設
である。現在、ロシアのザルビノ港は、中
国の東北アジア鉄道集団とロシアのスンマ
社が共同で開発をしている。2016年５月12
日、東北アジア鉄道集団ࡿ下の海のシルク
ロード社がザルビノ－ז山ߤ路を正ࣜに開
通した。
図們江の開発政策の中で、中国とモン

ゴルの建設協力も重要である。ཏ௡やロシ
アのハサンから中国のᘦय़、長य़、アル
シャンを通ってモンゴルのチョイバルサンに

一帯一路イニシアチブが提出されてか
ら、۩体的にどういうものなのか、どのように
着地していくのか、東北地域にもたらす効
果は何か、北東アジア地域にどのような影
響と新しい変化をもたらすのか、さまざまに
議論されてきた。ここで私なりに考えを述
べ、今後の北東アジア地域協力発展への
提案を申し上げたい。
2013年９月、श近平政権が一帯一路と

いう概念を提起した。そして地域として、国
として、省として、そして東北地域として、
それぞれその構成部分としてその定義付
けを行ってきた。私は、東北地域として定
義する上で３つの考え方があると思う。政
治的な相互信པ、文化的なแ容、そして
共同体－経済共同体、利益共同体、運命
共同体である。
地域の視点から見ると、中国は６つの経
済回࿓を考えている（໤࿐、中東欧、西亜

中東、中亜、東南亜、南亜）。中でも注目
したいのが中国－モンゴル－ロシアの回࿓
である。
中国各省の視点で見ると、20余省が一
帯一路の発展に結びつられている。例え
ば、新ᙜはシルクロードの中心地域として
位置づけられ、東北地域は北に向かって
開放する૭口になる位置づけられている。
北の૭口になるとは、単なるロシアとモンゴ
ルに対する開放だけではなく、北東アジア
地域の日本、韓国、将来は北朝鮮も含め
るべきだと考えている。
この概念が提出されて以来、一定の成
果が得られている。一部の国が積極的に
２国間協定を結んだり、ݕ討に入ったりして
いる。あるいは、新たにアジア建設銀行が
開設されたり、中国・モンゴル・ロシア経済
回࿓に関する協定が結ばれたり、۩体的
な成果が出ている。

一帯一路が東北振興とどういう関係が
あるかについては、先ほど梁先生が新東
北現象というものを঺介した。東北地域の
旧工業基地をいかに再生するか。それに
は外部からの刺激、あるいはインセンティブ
によって、東北地域にさらに活力をもたらす
べきだと考えている。そして東北地域の将
来の発展方向は、すでにある潜在力や強
みを発展させるだけでなく、周辺地域との
協力を積極的に展開していくことも重要で
あろう。こうした東北地域の政策をいかに
一帯一路の政策と融合させていくか。国
家戦略のレベルから見ると、2014年から
2016年の中で、中国は一連の政策、۩体
的には東北地域の第13次ޒカ年計画、
黒龍江省や内モンゴルの開発計画など、
いろいろな意見や地域戦略を出している。
中国・モンゴル・ロシア経済回࿓、東北振興
プラン、そして中央から出された地域の協

東北஍ҬのҰଳҰ࿏ྗڠの
　　　　ਐ展ͱ北東アジア国際ྗڠ
লࣾձՊֶӃ౦๺アδア研究所௕ߐཾࠇ
߶ࢤ
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セッションＣ　中国東北地方経済と貿易・投資の展望

３つ目の提案は、先ほど梁先生が言わ
れたように政治、政策、法律、人文、市場
といったビジネス環境を東北地域はともに
改善していかなくてはならないことである。
それには日本と韓国から学ぶべきであり、
北東アジアの一体化を実現していくことで
ある。
最後に私が言いたいことは、中国と北東

アジアとの関係を深め、一帯一路政策を
深めていくプロセスの中で、東北地域のポ
テンシャルはますます発شできるものと思
う。地方の政府は民生・෱ࢱの発展という
いを持っており、地域協力と世界経済のئ
復興によってさまざまな課題をࠀ服し、徐々
に改善していくことが望まれる。
将来は、北東アジア地域協力と一帯一

路の地域協力が相互にリンクし、より大きな
地域の共同体を形成できるであろう。中国
東北地域による協力が、一帯一路で発ش
され、そしてアジア太平洋自由貿易区プラ
ンの中で発شされていくであろう。

にある地域発展趨勢は避けて通れない。
それぞれが自らの強みやポテンシャルを持
ち、周辺国が積極的に協力し、例えばアジ
ア太平洋自由貿易区、日中韓自由貿易
区、北東アジア自由輸送などのプランを考
ྀすれば、中国の東北地域は依然として
強みを持ち、発展のر望があると思う。
最後にいくつか提案したい。大東北地

域として新しく発展するためには、新しい推
進力が必要である。2030年に東北地域の
全面復興を実現させるためには、北に向
かっては北東アジアとつなぎ、西に向かっ
てはヨーロッパとつなぐ一帯一路こそ重要
な政策である。中央政府も一連の重要な
指示を出し、東北三省もそれぞれ政策を
行っている。黒龍江省の回࿓、あるいは遼
寧省の回࿓、それぞれにポテンシャルがある。
２つ目の提案は、この地域の協力を強め
ことである。３（中日韓）ɹ Xという構想が
提案されている。日韓の供給側としての経
は中国にとって学ぶべきものが非常にݧ
多い。東北三省と日韓の製造業のポテン
シャルを有効に結び付けられないだろうか。

調発展政策もその۩体的な表れだと思う。
各省にもそれぞれ自らの考え、あるいは

対策を持っている。吉林省も遼寧省もそれ
ぞれ自由貿易区、あるいは中国製造2025
など、۩体的なプランを持ち、あるいは実施
してきている。中央政府の要求としては、
2020年は重点的領域で成果を出し、
2030年には全面的な新興を実現しようとし
ている。こうした政策の下で各省とも積極
的に対応し、いろいろな政策を出している。
遼寧省としては大連を利用するなどして

自分の強みを発شし、吉林省も先導開放
区を作っている。黒龍江省としても、ロシア
と連結する、極東地域回࿓を構築する、あ
るいは自由貿易港を建設する、こうしたこと
を実施しているが、2016年の全体的な貿
易状況はある程度཈制されている。
いかに東北地域の伝統的な強みを発
させるか、そして将来発展していくかにش
ついては、東北地域の地理的な特性、過
去のໃ६や解決策、地政学的な影響など
によるさまざまな課題がある。しかし、こうし
た地域リスクがあったとしても、しかし内部

私の報告は次の構成となっている。まず
東北経済について、中国の国家戦略との
関わりで概観したい。続いて、日本経済の
この間の構造変化を国際収支から論じた
い。その上で、中国東北部における日中経
済協力の現状をいくつかの事例で論じた
い。最後に、日中協力を進化発展させるこ
とが両国だけでなく、東アジア並びに世界
経済の持続的発展にとって重要であるとこ
とを述べさせていただく。
中国は2003年以降、13年間にわたって
東北等࿝工業基地振興戦略（東北振興
戦略）を展開している。この戦略は1970年
代末以降の改革開放政策によって生じた
国内地域格差を是正するため、2000年の
西部大開発、2004年の中部቎起戦略と
並んで導入された。

中国は1920年代末から現在まで約90
年間にわたって国民経済の建設を進めて
いる。そして、2020年ࠒ、並びに2050年
を目్に新段階を構築することを国家目ࠒ
標としている。西部、東北、中部の３戦略
はそのための重要な国家戦略という点で
共通している。ただし東北新興戦略は、第
一に遼寧省を中心としたطଘの大型国有
企業の改造を内容としている点、第２に石
炭その他天然原資への依ଘ経済の転換
を内容としている点、第３に朝鮮、ロシア、
モンゴル、韓国、日本という東北アジア地域
の中での戦略という、３つの点で他の戦略
と異なるとともに、特別の重要性とࠔ難性
を持っていた。
この振興戦略を背景に、東北三省は
2004年から2013年までの10年間、全国

平均を上回る経済成長を実現した。三省
合計のGDPは2014年で2003年に比べて
カレントプライスで4.5倍、コンスタントプライ
スで2.7倍になっている。遼寧省の１人当た
りのGDPは2014年に１万ドルをಥ破した。
また、戦略の中心である工業の改造と調
整において、所有構造並びに企業規模か
ら見た構造転換が進展している。
ୠし、産業構造転換の目標であった第

２次産業の比重は遼寧省で1.9％、黒龍江
省では7.5％上昇しており、طଘの経済の
工業依ଘが依然として増えた。また、国有
企業依ଘ（総資産国有企業比率）も三省
ともに減ったが、全国平均を大きく上回って
いる。さらに問題なのは、資産に対してど
れだけの利५が得られているかという利५
率で、東北工業の中心の遼寧省で全国

೔ຊ͔Βͨݟ東北経済ͱ೔தྗڠ
໋ཱؗେֶࣾձシスςϜ研究所্੮研究һ
দ໺प࣏



40ERINA�REPORT�PLUS

てしまって生産拡大が難しい。そういう中で
の移転であった。大連市にとっても工場の
߫外移転は環境問題に対応するとともに、
新たな都市建設を可能にするものであっ
た。ཱྀ順の新工場は総面積200万平方
メートル、ࠫ 河口工場の約２倍で、完成後
は都市通ۈ鉄道電気ं両1000台、各種
ं両機関ं1000台等 を々造る。現在、第
２段階の移転工事が終わっている。
事例の第２は、日産自動ंの大連進出

である。大連市は従来の輸出加工貿易が
限界に直面する中で、産業構造の高度化
を目指し、開発区に自動ं産業の集積を目
指している。2009年に民族資本のحਸ਼と
遼寧ॶޫ自動ंが進出し、2014年10月に
日産自動ंの大連工場が東風日産の広
州工場の分工場としてՔ働した。日産自動
ंは生産拠点を中国の中南部から東北
部に広げ、中国全土にわたって効率的な
供給できる体制を作った。現在の生産能
力は15万台、最大生産量30万台まで生
産する計画である。日産が大連に新工場
を建設した背景には、中国東北部の発展
によるビジネスチャンス、並びに日産自動ं
の日本における最大の拠点が෱Ԭ県ן田
にあり、共通の部品を使える可能性がある
ことも１つの理由であった。
このほか、自動ं関連金型中小企業の
発展事例も見られる。しかし、日本との貿
易投資は近年伸び೰んでいる。その結
果、東北振興戦略の目的である大ഊ開放を
十分達成できない１つの要因になっている。
近年の中国経済の減速との関係で、２

つの罠ということが言われている。中所得
の罠と体制移行の罠である。国有企業改
革が遅れているというのは、体制移行の罠
とも言える。しかし私が強調したいのは、こ
うした国内要因とともに重要なのは、リーマ
ンショックが明らかにした世界経済構造の
問題点である。
東アジアは、ハードとソフトのインフラの整

備、あるいは日本や東アジア、韓国、中国、
台湾、世界からの投資を背景にして域内
の中間財貿易を発展させ、そして最終財を
アメリカやEUなど域外に輸出することを通
じて、他地域を上回る成長を実現してき
た。80年代、90年代、2000年代の約30
年間のことであり、基調講演で黒田日銀総
裁が述べられた世界の工場としての東ア

あった外国直接投資の黒字は、2015年に
は８ஹ円余りに増大している。
外国直接投資収益というのは過去の投

資の結果だが、投資残高の比較を地域
別、国別で行い、製造業比率と併せてݕ
討すると、アメリカがほとんどを占めている
北米地域は、投資残高ではアジアを上
回っているが投資収益では下回っている。
製造業比率の高いアジアに対する直接投
資が高収益をもたらして、日本の国際収支
を支えている。日本の対中国直接投資は
1980年代半ばから本格化した。アメリカへ
の投資は70年代からである。しかし収益
率を比べると、中国の投資の収益率は
11.1％、投資年数が高いアメリカの7.1％を
大きく上回っている。
東北振興戦略では国有企業改革、産

業構造転換、対外開放の進化が重要な
பとされた。また東北の優位性として日本と
の近接性が挙げられ、貿易投資を通じた
日本との協力が見直されている。この間の
事例を３つ঺介したい。
第１の事例は、大連機ंं両有限公司

と東ࣳの協力である。大連機ंं両有限
公司は1899年にロシアが鉄道投資のため
に作った会社で、日࿐戦争後は満鉄のࠫ
河口工場として、新中国成立後は国有企
業として事業を拡大・発展させてきた。同社
の事業は長く機関ं並びにエンジンの製
造に依ଘしてきたが、近年、都市電気鉄
道ं両分野に進出し、事業内容を高度化し
てきた。その背景には東ࣳの協力があった。
2001年、大連機ंं両有限公司は東

ࣳからインバーターやۦ動૷置を導入し、
都市通ۈ電ं、地下鉄ं両の生産を開
始した。ཌ2002年、同社と東ࣳは合ห企
業、大連東ࣳ機ं電気設備有限公司を
設立し、2004年～2005年にかけて共同で
交流の電気機関ं設計をし、鉄道部から
生産認可を得ている。大連機ंं両有限
公司はこの新事業分野で急速なキャッチ
アップを実現し、2006年には鉄道部からハ
イパワー交流けん引貨物電気機関ंを受
注している。同社の਌会社である北社集団
（2008年当時、現在は北社と南社が合併
して中社となっている）は大連市と協定を
結び、大連機関ंं両有限公司のཱྀ順
への工場移転を決定した。大連市の拡大
に伴い、ࠫ 河口工場は市の中心部になっ

平均を下回っている。国有企業並びに大
中型企業それぞれに著しい違いが10年
以上続いている。2003年、東北新興戦略
スタート時点で、遼寧省の国有企業の利
५率は全国平均の半分以下だったが、
2014年にはそれがさらに低下し、全国平
均の４分の１、1.1％になっている。2003年
から14年までの平均でも、遼寧省の国有
企業の利५率は1.4％、全国平均4.0％に
対して約３分の１である。
そうした中で2014年以降、東北３省の
経済成長率は全国平均を下回り、中でも
東北三省GDPの約半分を占める遼寧省
の落ち込みは深ࠁだ。2016年、遼寧省は
第三࢛半期まで、།一のマイナス成長で
ある。
次に日本経済について見ていく。日本経
済は、1980年代に進められた過度の経済
並びに金融の自由化、国際化、グローバ
ル化がバブル経済を引き起こした。その結
果、90年代以降経済成長率が低下してい
る。失われた20年とか30年ということが言
われている。ୠし、それは一面的な見方だ
と私は考えている。この間の日本の人々や
企業の努力、あるいは東アジアの成長の
結果、日本経済の新たな発展段階が構築
されようとしている。そういうふうにଊえるべ
きだと考えている。
そのことを総括的に示しているのが、経
済のڸと言われている国際収支に見られ
るいわゆる歴史的な構造転換である。日本
の国際収支は2011年に赤字に転化し、そ
の赤字幅は拡大している。15年は縮小、
16年は黒字化したが、その原因は原油価
格の大幅な下落であり、赤字基調は継続
していると判断している。日本の貿易収支
を振り返ってみると、日本が国際化した開
港以降100年間は赤字基調であった。第
二次世界大戦後の高度経済成長の後、
1965年に黒字に転化し、オイルショックによ
る短期の赤字があったが、45年間黒字が
続いた。そして今、第３段階として赤字基
調に戻った。そういうふうに私は見ている。
他方、所得収支、特に第一次所得収支

が黒字幅を拡大している。そして貿易収支
の赤字を相ࡴするとともに、経常収支黒字
の最大要因になっている。特に、間接投資
収益が停滞傾向を示す中で直接投資収
益が拡大している。2008年に２ஹ円余りで
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セッションＣ　中国東北地方経済と貿易・投資の展望

中国東北振興戦略とともに東北アジア
地域発展に対する日本の協力を発展さ
せ、東アジアの地域内分業を拡大・進化さ
せることは、日中両国だけでなく東アジア並
びに世界の情勢の発展にとって重要であ
ると考えている。

業（International�Division�of�Labor�in�
region）だが、これを引き続き進化・発展さ
せるとともに、従来は域外に輸出した最終
財を域内で消費する。特に相対的に発展
の遅れた地域の発展や、各国内あるいは
東アジア地域内の格差の縮小を通じて、
その消費を拡大することが強く求められて
いる。

ジアの発展、東アジアにおけるグローバル
バリューチェーンの展開である。しかしそう
したメカニズムは他方で、世界の貿易収支
の不均衡を拡大した。その結果がリーマン
ショックを発端とする国際金融危機と、その
後Ҩ঱としての先進国を中心とした経済
成長の低下であった。グローバルバリュー
チェーン、私の言༿では地域内の国際分

σΟスΧογϣン

フロア質問（ࢁ田：೔ຊ༣ધ）
梁先生にお࢕いしたい。国有企業改革

に関連して、特に鉄߯業の設備廃棄に難
しい問題があるように聞いているが、۩体
的にはどうか。鉄߯業の生産自体は去年も
まだわずかだが増え、インフラ投資でも以
前の４ஹ元対策と同じようなことが繰り返さ
れているのではないか。

ྊܒ東
中国の生産能力の過剰、特に鉄߯の
生産能力の過剰問題は、中国だけではな
くて世界中の問題である。中国の中央政
府は去年から供給サイドの構造改革を進
めているが、生産能力の過剰は、鉄߯の
ほかにも石油化学、ӷথ、石炭、造船な
ど、いろいろな分野がある。
生産能力はなぜ出てきたのか。最近、
一帯一路の建設が進み、対外開放も進ん
でいる中で、多くの造船業が大量に中国
に拠点を移している。中国の造船業の生
産能力は深ࠁな過剰状態に陥っている。
鉄 も߯同様である。
過剰には国際的な原因もある。まず鉄

߭石が６年連続で上昇した。それによっ
て、企業は生産能力を拡大した。その
後、2001年ぐらいから国際的に原材料価
格が大幅に下がった。石油価格もここ２、
３年で１バレル140ドルから20ドルまで急落
し、最近は50ドルぐらいで推移している。
鉄߭石も１トン2000元から300元まで急激
に下がった。国際市場が収縮し、需要が
減り、世界全体として大幅な生産能力の
過剰状況が起きた。
中国では、管理があまり厳しくないという
問題もあった。地域、省、市が懸命に経済

成長を図り、競ってきた。それが生産能力
の過剰を招いた。
中央政府は現在、生産能力を制ޚして
生産能力を削減しようとしている。大規模
に生産能力を減らす決意をし、大手術をし
ている。供給サイドの改革開放を去年から
進め、2017年はそれを深める。その重点
は生産能力の削減である。省も市も、ノル
マが課せられ、それを必ず完成しなければ
ならない。
生産能力は悪ではない。しかし、その中

で悪い生産能力を削除しなければならな
い。では、何が良くて何が悪いのか。地
方としては、自分たちを保護したい、生き残
りたいと思っている。しかし、中央政府は
生産能力を削減しなければならないと考え
ている。ࡢ年来、私たちは生産能力の削
減において多くの成果を実現し、特に鉄߯
でもいい成果を収めている。河北省は世
界最大の鉄߯生産地だが、河北省だけで
１つの国の生産能力に相当するほどの削
減成果を出している。鉄߯の低価格問題
もだいぶ改善してきた。価格は上がってき
ている。高付加価値の鉄߯が市場に入っ
て価格が上がり、ૈ ߯などが減ってきてい
る。今後１、２年で、中国の鉄߯生産能力
の過剰は大きな改善が見られると思う。

フロア質問（૙：中国঎຿部）
松野先生に質問したい。ここ数年間、

日本の対中国投資が減っている。中国の
労働コストが上がり、日本企業は中国市場
を重視すると同時に欧米市場も重視して
きた。一部の企業は中国の市場を見込ん
で投資を増やしたが、現状はここ数年来、
ずっと減っている。日本企業はなぜ欧米企
業ほど中国市場を重視していないのだろう
か。きΐうは、中国の投資環境はあまりよくな
い、特に東北地域もあまり理想的ではない

という঺介があった。特にこの東北地域の
投資環境について、松野先生はどうごཡ
になっているか࢕いたい。

দ໺प࣏
近年の中国に対する投資の伸び೰み

がもっとも現れているのは、今後の投資を
拡大するかしないかという場合に、中国の
比重が下がり、東南アジアなどを挙げると
ころが増えてきていることである。また、東
北に対する投資もそれほど多くない。
私は東北地域の３つの事例を挙げた

が、全体を見ればやはり上海や広東など
が中心だ。この理由はやはり、さまざまな理
由で東北アジアの地域協力が十分に進
行していないことがある。その点で一番の
ネックは、北朝鮮を十分に東北アジアの地
域協力に参加させることができなかった。
これが大きな原因だと思う。
経済的な要因では、国有企業改革が

やはり難しい。分社化したり、いい部分だけ
を基にして上場したり、徐々に改造しなが
らも、過去のҨ産を残している。十分な解
決ができていない。それが東北の現在の
経済状況を生み出し、そのことが日本の投
資の಄打ちの大きな原因だと思っている。
国有企業改革はどの国も非常に難しく、現
在のようなリーマンショック以降の世界経済
の悪い状況のもとでの国有企業改革とい
うのはさらにࠔ難で、これに対して೪り強く
やっていかなければならない。
上海周辺、あるいは広東省などついて

は、最近持ち直してきているというジェトロ
の調査も出ている。東南アジアについて
は、基ૅ的なインフラ、労働コストなどいろ
いろな面で見られているが、労働コストは
中国以上の伸び率で、ストライキなども多
い。そういう中で中国に対する見方が少し
変わってきている。私はބ南省の長ࠫや
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いのか。

ྊܒ東
表面的には、東北地域経済の不振は

投資が少ないということである。それから産
業構造に問題がある。重工業の割合が非
常に多く、これらの産業の生産能力が過
剰である。もう１つは、深いところに問題が
ある。体制的な問題である。つまり、国有
企業が非常に多いということである。しかし
国有企業の改革というのは非常に難しい。
それは中央政府の国有企業であるので、
地方政府ではどうしようもない。
しかし、解決もできると思う。中央政府の
要求に従えば、まず体制改革に力を入れ
る。２つ目は構造調整。重工業と軽工業の
割合を変えていく。市場性、将来性のある
ものを発展させていく。３つ目はイノベーショ
ン推進する。４つ目は、人々の生活レベル
を上げていく。そういうことで、東北経済は
数年の間に非常によい効果を得ることがで
きると思う。

うか。

দ໺प࣏
経済協力の拡大を目指すと話す、と私

の同૭生などに話すと、ほとんどは日中関
係の改善は無理だというふうに言われる。
社会状況が日中関係でまだࠀ服できてい
ない。経済的に見ると、投資利益率は、背
景をさらに考える必要があるが、中国の方
が高い。労働コストの伸び率も中国経済が
下がった。下がったと言っても７％、日本の
高度成長期に相当することもあって、そうい
うところがなかなか伝わらない。その辺が
影響しているのではないかと思っている。

᪅఩学
東北の経済の不調は、もっと深いところ

に原因というのがあるのではないか。上位
500企業の中に東北３省は９社しかない。
人口の割合から見てもあまりにも少ない。
民間の投資はなぜこのように少ないのか。
そして国有企業改革がなぜこんなに難し

ऱに行ったことがあるが、鉄道ं両、自ג
動ंなんに対する中小企業の投資がなさ
れている。大企業だけではなく、中小企業
も含めて投資が拡大する可能性はまだ十
分あると考えている。

௜໏ً
日本企業の一部は確かに中国から東南
アジアに移転している。それはコストの問題
なのか、それ以外の経済的リスクの問題な
のか。例えばベトナムは就業人口がそれほ
ど大きくない。その人口構造から見て、日
本企業の大規模な産業移転には଱えられ
ないのではないか。労働コストも、ベトナム
のほうが中国より高くなっている。また、イン
ドネシアは法律が非常に厳格で、ී 通の
労働者を１人解雇するときにおよそ３カ月の
給料を保障しなくてはならない。タイも給料
は高く、人口問題もある。また、南アジア、
インドを含めて、沿岸地域の地価は決して
安いわけではない。こうした問題がある中
でも、労働コストが安いことが日本企業の
対外投資を説明する要因に１つなるのだろ

ERINA REPORT PLUS No.135 2017 APRIL


	表紙A4
	本文通し

